
事業概要 【新潟県被災者生活再建支援システム強化対策事業】

4,133千円事業費2,124,721人人口新潟県自治体名

災害対応事務の標準化とデジタル化を進めることにより、市町村が担当する建物被害認定調査や罹災証明書
の発行を正確かつ迅速に行い、被災者の生活再建の早期実現を図る。県・市町村共同利用システムをオンプレ
型からクラウド型へ移行し、県・市町村の同時被災リスクを回避することで、住民へのサービスを停滞させることなく提
供し続ける。また、今後随時実装される新たな具体サービスを適宜利用し、住民の更なる利便性向上を図る。

事業概要

１ 応急対応機能（防災設備管理・被害状況管
理）
・ 被災時の住家被害、非住家被害、人的被害
等を登録し、一元管理可能。

２ 建物被害認定機能
・ 平時の調査員研修と、発災時の建物被害認定
調査のデータ登録が可能。

３ り災証明書発行機能
・ 罹災証明書申請者の住民、家屋、被害情報を
瞬時に特定し、罹災証明書を迅速に発行可能。

４ 被災者台帳管理機能
・ 質の高い被災者台帳により、公平公正で効率
的な生活再建支援を実現。

５ 避難行動要支援者機能
・ 地域における要支援者の安否確認情報や「個
別避難計画」情報を地図上で登録可能

６ マイナポータル電子申請連携機能
・ マイナポータル、申請管理システム、被災者生活
再建支援システム間での情報の連携が可能。

具体
サービス

【アウトカム指標（成果指標）】
① 発災日から数えた罹災証明書の発行開始日数

【アウトプット指標（活動指標）】
① 新潟県被災者生活再建支援システムの操作
経験者数累計
② 調査班１班の１日当たりの建物被害認定調査
件数（棟数）

主な
KPI

支援対象者の特定
や公正公平な支援
が困難


